
第１号様式（第４の２関係）

個人情報取扱事務登録簿

所管する組織の 登 録 登録年月日 年 月 日

名 称 保 有 開始年月日 年 月 日

事 務 の 名 称

利 用 目 的

対 象 者 の 範 囲

□識別番号 □健康・病歴 □家族状況
基 □氏名 心 □障害 家 □親族関係
本 □性別 身 □身体状況 庭 □婚姻歴
的 □生年月日・年齢 の □ 生 □
事 □住所 状 □ 活 □
項 □電話番号 況 □ □

□国籍・本籍 □ □
□ □ □

項 目
□職業・職歴 □資産状況 □思想・信条

社 □学業・学歴 資 □収入状況 思 □宗教
会 □成績・評価 産 □納税状況 想 □社会的差別の原因とな
生 □資格 ・ □公的扶助 ・ るおそれのある個人情報
活 □賞罰 収 □取引状況 信 （ ）

□趣味・嗜好 入 □ 条 根 拠
□ □ 等 □法令等

□必要かつ不可欠

そ の 他 □ □ □

□本人 □本人以外

□他の実施機関 □民間団体・私人
取 得 先 本人以外

□実施機関以外の町の機関 □その他（ ）
の区分

□国・町以外の地方公共団体
□独立行政法人等・地方独立行政法人

□実施機関内での利用

□無 □有

□他の実施機関 □民間団体・私人
提 供 の 有 無 提供先

□実施機関以外の町の機関 □その他（ ）
及 び 提 供 先

□国・町以外の地方公共団体
□独立行政法人等・地方独立行政法人

個 人 情 報 電 算 □無 □有（情報機器の結合 □無 □有）

ファイルの利用の
名 称

有 無 及 び 名 称

外部委託の有無 □無 □有

備 考

備考 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４縦長とする。様式第１号(第２条関係)



第２号様式（第５の２の(2)関係）

その１ （表）

保有個人情報の開示を求められた方へ

１ 提出された保有個人情報開示請求書の受付の日は、 年 月 日です。

２ 開示等の決定通知は、保有個人情報開示請求書の受付の日の翌日から起算して14日以内に行うことに

なっています。

３ やむを得ない理由により２の期間内に開示等の決定通知を行うことができない場合は、その期間を延

長することがあります。この場合には、決定期間を延長する旨を通知します。

４ 保有個人情報が著しく大量であるため、保有個人情報開示請求書の受付の日の翌日から起算して44日

以内にそのすべてについて開示等の決定通知をすることにより事務に著しい支障がある場合には、44日

以内に相当の部分について開示等の決定通知をし、残りの保有個人情報については、後日、開示等の決

定通知をすることがあります。この場合には、保有個人情報開示請求書の受付の日の翌日から起算して

14日以内に、このように取り扱う旨及び延長後の開示等の決定通知の期限を通知します。

５ ２の期間内（３又は４による開示等の決定通知の期間が延長された場合にあっては、その期限まで）

に開示等の決定通知がないときは、開示請求者の方は、保有個人情報を開示しない旨の決定があったも

のとみなすことができます。

６ 保有個人情報の開示は、その写しを送付する場合を除き、開示等の決定通知で指定する日時及び場所

で行います。

７ 開示を受ける場合には、自己が当該開示請求に係る保有個人情報の本人又はその法定代理人であるこ

とを証明するために必要な書類等（運転免許証、旅券等）を提示し、又は提出してください。

８ 開示することにより、行政文書の保存に支障が生ずるおそれがある場合等においては、当該行政文書

を複写したものにより閲覧、聴取、視聴又は写しの交付を行うことがあります。

９ 保有個人情報が記録されている行政文書の写しの交付又は送付を受ける方には、裏面記載の料金を負

担していただきます。

10 開示を受けた保有個人情報については、最初に開示を受けた日の翌日から起算して30日以内に限り、

更に開示を受けたい旨を申し出ることができます。この場合には、保有個人情報の更なる開示の申出書

の提出が必要です。

受付個人情報窓口名

電 話 番 号 （ ） 内線

備考 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４縦長とする。



第２号様式（第５の２の(2)関係）

その１ （裏）

１ 写しの作成に要する費用

行政文書の種類 写しの種類 費用

文書、図画又は写真 複写機により複写したもの １枚当たり 白黒 10円

カラー 50円

（日本工業規格Ａ３まで）

日本工業規格Ａ３の大きさを

超えるものは、業者委託の額

フ マイクロフィルム 用紙に印刷したものを複写機により複写 １枚当たり 白黒 10円

ィ したもの カラー 50円

ル （日本工業規格Ａ３まで）

ム 日本工業規格Ａ３の大きさを

超えろものは、業者委託の額

写真フィルム 印画紙に印画したもの 業者委託の額

電磁的記録 用紙に出力したものを複写機により複写 １枚当たり 白黒 10円

したもの カラー 50円

（日本工業規格Ａ３まで）

日本工業規格Ａ３の大きさを

超えるものは、業者委託の額

録音カセットテープ(120分テープに限 購入経費に相当する額

る。）に複写したもの

ビデオカセットテープ（ＶＨＳ方式の

120分テープに限る。)に複写したもの

フロッピーディスク(3.5インチ２ＨＤ

に限る。）に複写したもの

ＭＯディスク(1.3ギガバイトまでのも

の）に複写したもの

ＣＤ－Ｒ(700メガバイトまでのもの）

に複写したもの

ＤＶＤ－ＲＡＭ(5.2ギガバイトまでの

もの）に複写したもの

注 両面に印刷されたものについては、１ページごとに写しを作成します。

２ 写しの送付に要する費用

郵便料金



第２号様式（第６の２の(2)関係）

その２

保有個人情報の訂正を求められた方へ

１ 提出された保有個人情報訂正請求書の受付の日は、 年 月 日です。

２ 訂正をするかどうかの決定の通知（以下「訂正等の決定通知」といいます。） は、保有個人情報訂正

請求書の受付の日の翌日から起算して30日以内に行うことになっています。

３ やむを得ない理由により２の期間内に訂正等の決定通知を行うことができない場合は、保有個人情報

訂正請求書の受付の日の翌日から起算して60日以内に限りその期間を延長することがあります。この場

合には、決定期間を延長する旨を通知します。

４ 保有個人情報が著しく大量であるため、保有個人情報訂正請求書の受付の日の翌日から起算して60日

以内にそのすべてについて訂正等の決定通知をすることにより事務に著しい支障がある場合には、60日

以内に相当の部分について訂正等の決定通知をし、残りの保有個人情報については、後日、訂正等の決

定通知をすることがあります。この場合には、保有個人情報訂正請求書の受付の日の翌日から起算して

30日以内に、このように取り扱う旨及び延長後の決定通知の期限を通知します。

５ 保有個人情報の事実認定に長期間を要するなどの事務処理上の理由から、訂正等の決定通知に特に長

期間を要する場合には、相当の期間を置いて訂正等の決定通知をすることがあります。この場合には、

保有個人情報訂正請求書の受付の日の翌日から起算して30日以内に、このように取り扱う旨及び延長後

の決定通知の期限を通知します。

６ ２の期間内（３、４又は５による決定通知の期間が延長された場合にあっては、その期限まで）に訂

正等の決定通知がないときは、訂正を求められた方は、保有個人情報の訂正をしない旨の決定があった

ものとみなすことができます。

７ 訂正決定により訂正をした場合は、その旨を別途通知します。

受付個人情報窓口名

電 話 番 号 （ ） 内線

備考 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４縦長とする。



第２号様式（第７の２の(2)関係）

その３

保有個人情報の利用停止を求められた方へ

１ 提出された保有個人情報利用停止請求書の受付の日は、 年 月 日です。

２ 利用停止をするかどうかの決定の通知（以下「利用停止等の決定通知」といいます。）は、保有個人

情報利用停止請求書の受付の日の翌日から起算して30日以内に行うことになっています。

３ やむを得ない理由により２の期間内に利用停止等の決定通知を行うことができない場合は、保有個人

情報利用停止請求書の受付の日の翌日から起算して60日以内に限りその期間を延長することがあります。

この場合には、決定期間を延長する旨を通知します。

４ 保有個人情報が著しく大量であるため、保有個人情報利用停止請求書の受付の日の翌日から起算して

60日以内にそのすべてについて利用停止等の決定通知をすることにより事務の遂行に著しい支障が生ず

るおそれがある場合には、60日以内に相当の部分について利用停止等の決定通知をし、残りの保有個人

情報については、後日、利用停止等の決定通知をすることがあります。この場合には、保有個人情報利

用停止請求書の受付の日の翌日から起算して30日以内に、このように取り扱う旨及び延長後の決定通知

の期限を通知します。

５ 利用の実態が違法といえるか否かの判断が困難で専門家の意見を聴く必要がある場合など、利用停止

等の決定通知に特に長期間を要する場合には、相当の期間を置いて利用停止等の決定通知をすることが

あります。この場合には、保有個人情報利用停止請求書の受付の日の翌日から起算して30日以内に、こ

のように取り扱う旨及び延長後の決定通知の期限を通知します。

６ ２の期間内（３、４又は５による決定通知の期間が延長された場合にあっては、その期限まで）に利

用停止等の決定通知がないときは、利用停止を求められた方は、保有個人情報の利用停止をしない旨の

決定があったものとみなすことができます。

受付個人情報窓口名

電 話 番 号 （ ） 内線

備考 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４縦長とする。



第３号様式(第５の２の(4)、８関係)

第 号

年 月 日

様

三戸町長 �

保有個人情報開示請求却下通知書

年 月 日付けの保有個人情報の開示請求については、次の理由により開示請求を却下します。

１ 開示請求をした保

有個人情報の内容

２ 却下の理由

３ 担当課（室・所）
電話番号 （ ） 内線

４ 備 考

教 示

この処分について不服があるときは、この処分があったことを知った日の翌日から起算して60日以内に、三戸町長に対

して行政不服審査法（昭和37年法律第160号）による異議申立てをすることができます。

この処分の取消しの訴えは、この処分があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内に、三戸町を被告として

（三戸町長が被告の代表者となります。）、提起することができます。ただし、処分があったことを知った日の翌日から起

算して60日以内に異議申立てをした場合には、処分の取消しの訴えは、その異議申立てに対する決定があったことを知っ

た日の翌日から起算して６か月以内に提起しなければならないこととされています。

備考 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４縦長とする。



第４号様式（第５の３の(4)、第６の３、第７の３関係）

開示・訂正・利用停止請求処理簿

受 付 日 年 月 日 （来庁・郵送） 整理番号 年度 ―

区 分 １開示請求 ２訂正請求 ３利用停止請求

氏 名 電話番号
（未成年者・成年被後見人）

請 求 者
〒

住 所

「開示請求に係る保有個人情報」、
「訂正請求の趣旨及び理由」、
「利用停止請求の趣旨及び理由」

求 め る 開 示 の 実 施 の 方 法 １閲覧・聴取・視聴 ２写しの交付（送付希望 有・無）

処 理 期 限 年 月 日

氏 名 （ 名 称 ） 電話番号

〒
第三者への意見 住所（所在地）

書提出の機会の 照 会 日 年 月 日 提出期限 年 月 日
照 会

付 与 方 法 １書面（文書番号 第 号） ２口頭 ３電話

回 答 年 月 日 １支障有り ２支障なし

開 示 決 定 し た 旨 の 通 知 年 月 日（文書番号 第 号）

通 知 日 年 月 日（文書番号 第 号）

期 間 延 長 年 月 日（条例第16条第７項、第29条第５項、 年 月 日）
延 長 期 限

又は第35条第５項の特例による期限

決 定 等 の 通 知 年 月 日（文書番号 第 号）

１開示 ２一部開示 ３不開示（応答拒否・不存在） ４却下 ５取下げ

決 定 等 の 内 容 １訂正 ２一部訂正 ３不訂正 ４却下 ５取下げ

決 定 等 の 状 況 １利用停止 ２一部利用停止 ３利用不停止 ４却下 ５取下げ

条例第２１条第１項の該当号 １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９

年 月 日
開 示 の 日 時 開示しない部分を開示

時 分 年 月 日
及 び 場 所 することができる期日

年 月 日 時 分 ～ 時 分
日時・場所・方

１ 閲覧・聴取・視聴
法

２ 写しの交付

開 示 の 実 施 方 法 １窓口交付 ２送付（ 年 月 日発送）

写 し の 交 付 円× 枚＝ 円
数量・費用等 徴収日 年 月 日

送付料金 円

訂 正 の 実 施 の 年 月 日
訂 正 訂正日 年 月 日

通知 （文書番号 第 号）

担 当 課 （ 室 ・ 所 ）

備 考

備考 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４縦長とする。



第５号様式(第５の４の(2)、(6)関係)

第 号

年 月 日

様

三戸町長 �

開 示 請 求 事 案 移 送 書

三戸町個人情報保護条例第17条第１項の規定により、次の開示請求について、事案を移送します。

１ 開示請求があった
年 月 日

年月日

氏 名
２ 開示請求者の氏名

及び住所
住 所

３ 開示請求をされた

保有個人情報の名称

４ 移送する理由

５ 担当課（室・所）

電話番号 （ ） 内線

６ 備 考

注 開示請求書及び関係書類を添付すること。

備考 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４縦長とする。



第６号様式(第５の４の(2)、(6)関係)

第 号

年 月 日

様

三戸町長 �

開 示 請 求 事 案 移 送 済 通 知 書

年 月 日付けでなされた保有個人情報の開示請求については、三戸町個人情報保護条例

第17条第１項の規定により、次のとおり事案を移送したので通知します。

１ 開示請求をした保有個

人情報の名称

２ 移送をした実施機関

３ 移送を受けた実施機関

及び担当課（室・所）
電話番号 （ ） 内線

４ 移送をした日 年 月 日

５ 移送をした理由

６ 担当課（室・所）

電話番号 （ ） 内線

７ 備 考

注 移送された開示請求に係る開示決定等は、移送を受けた実施機関が行います。

備考 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４縦長とする。



第７号様式(第５の５の(3)、(10)関係)

第 号

年 月 日

様

三戸町長 �

開示等の決定通知期間延長通知書

年 月 日付けで請求のあった保有個人情報の開示については、三戸町個人情報保護条例

（以下「条例」という。）第16条第６項の規定により、次のとおり開示等の決定通知の期間を延長したので

通知します。

１ 開示請求をした保
有個人情報の内容

２ 開示請求に係る保
有個人情報として特
定した保有個人情報
の内容

３ 条例第16条第５項 年 月 日から
の規定による開示等
の決定通知の期間 年 月 日まで

４ 延長後の期限 年 月 日

５ 延長の理由

６ 担当課（室・所）
電話番号 （ ） 内線

７ 備 考

備考 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４縦長とする。



第８号様式(第５の５の(3)、(10)関係)

第 号

年 月 日

様

三戸町長 �

開示等の決定通知期間特例延長通知書

年 月 日付けで請求のあった保有個人情報の開示については、三戸町個人情報保護条例

（以下「条例」という。）第16条第７項の規定により、次のとおり開示等の決定通知の期間を延長したので

通知します。

１ 開示請求をした保
有個人情報の内容

２ 開示請求に係る保
有個人情報として特
定した保有個人情報
の内容

３ ２のうち開示請求
があった日から45日
以内に決定通知をす
る部分

４ 条例第16条第７項
の規定を適用する理
由

５ 残りの保有個人情
報についての開示等 年 月 日
の決定通知の期限

６ 担当課（室・所）
電話番号 （ ） 内線

７ 備 考

備考 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４縦長とする。



第９号様式(第５の５の(8)、(9)関係)

第 号

年 月 日

様

三戸町長 �

保 有 個 人 情 報 開 示 決 定 通 知 書

年 月 日付けで請求のあった保有個人情報の開示については、三戸町個人情報保護条例

第16条第１項の規定により、次のとおり保有個人情報の全部を開示することと決定したので通知します。

１ 開示請求をした保
有個人情報の内容

２ 開示請求に係る保
有個人情報として特
定した保有個人情報
の内容

３ 開示する保有個人
情報の利用目的

４ 保有個人情報の開 日 時 年 月 日 時 分

示の日時及び場所

（注１） 場 所

５ 担当課（室・所）

電話番号 （ ） 内線

６ 備 考

注１ 指定された日時が都合の悪い場合には、あらかじめ担当課（室・所）へご連絡ください。

２ 保有個人情報の開示を受ける際には、この通知書を提示するとともに、請求者本人であることを証

明する書類等（運転免許証、旅券等）を提示し、又は提出してください。

３ 法定代理人が開示を受ける際には、２の書類等のほか、法定代理人であることを証明する書類等

（戸籍謄本等）を提示し、又は提出してください。

備考 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４縦長とする。



第10号様式(第５の５の(8)、(9)関係)

第 号

年 月 日

様

三戸町長 �

保有個人情報一部開示決定通知書

年 月 日付けで請求のあった保有個人情報の開示については、三戸町個人情報保護条例

（以下「条例」という。）第16条第１項の規定により、次のとおり保有個人情報の一部を開示することと

決定したので通知します。

１ 開示請求をした保
有個人情報の内容

２ 開示請求に係る保有
個人情報として特定し
た保有個人情報の内容

３ 開示する保有個人
情報の利用目的

４ 保有個人情報の開 日 時 年 月 日 時 分
示の日時及び場所

（注１） 場 所

５ 開示しない部分

６ ５の部分を開示し 条例第21条第１項第 号該当
（理由）

ない理由

７ ５の部分を開示す 年 月 日
ることができる期日 （範囲）
及び範囲（注２）

５ 担当課（室・所）
電話番号 （ ） 内線

６ 備 考

教 示

この処分について不服があるときは、この処分があったことを知った日の翌日から起算して60日以内に、三戸町長に対

して行政不服審査法（昭和37年法律第160号）による異議申立てをすることができます。

この処分の取消しの訴えは、この処分があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内に、三戸町を被告として

（三戸町長が被告の代表者となります。）、提起することができます。ただし、処分があったことを知った日の翌日から起

算して60日以内に異議申立てをした場合には、処分の取消しの訴えは、その異議申立てに対する決定があったことを知っ

た日の翌日から起算して６か月以内に提起しなければならないこととされています。

注１ 指定された日時が都合の悪い場合には、あらかじめ担当課（室・所）へご連絡ください。

２ この欄は、開示しない部分について、将来、開示することができる期日が明らかである場合に記入してありますの

で、当該部分の開示を望むときは、記載されている期日以降に改めて開示請求をしてください。

３ 保有個人情報の開示を受ける際には、この通知書を提示するとともに、請求者本人であることを証明する書類等

（運転免許証、旅券等）を提示し、又は提出してください。

４ 法定代理人が開示を受ける際には、３の書類等のほか、法定代理人であることを証明する書類等（戸籍謄本等）を

提示し、又は提出してください。

備考 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４縦長とする。



第11号様式(第５の５の(8)、(9)、６，７関係)

第 号

年 月 日

様

三戸町長 �

保 有 個 人 情 報 不 開 示 決 定 通 知 書

年 月 日付けで請求のあった保有個人情報の開示については、三戸町個人情報保護条例

（以下「条例」という。）第16条第３項の規定により、次のとおり保有個人情報を開示しないことと決定

したので通知します。

１ 開示請求をした保
有個人情報の内容

２ 開示請求に係る保
有個人情報として特
定した保有個人情報
の内容

条例第21条第１項第 号該当
（理由）

３ 保有個人情報を開
示しない理由

４ 開示することがで 年 月 日
きる期日及び範囲 （範囲）

（注）

５ 担当課（室・所）
電話番号 （ ） 内線

６ 備 考

教 示

この処分について不服があるときは、この処分があったことを知った日の翌日から起算して60日以内に、三戸町長に対

して行政不服審査法（昭和37年法律第160号）による異議申立てをすることができます。

この処分の取消しの訴えは、この処分があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内に、三戸町を被告として

（三戸町長が被告の代表者となります。）、提起することができます。ただし、処分があったことを知った日の翌日から起

算して60日以内に異議申立てをした場合には、処分の取消しの訴えは、その異議申立てに対する決定があったことを知っ

た日の翌日から起算して６か月以内に提起しなければならないこととされています。

注 この欄は、開示しない保有個人情報について、将来、開示することができる期日が明らかである場合に記入してあり

ますので、当該保有個人情報の開示を望むときは、記載されている期日以降に改めて開示請求をしてください。

備考 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４縦長とする。



第12号様式(第５の９の(1)、(4)関係)

その１

第 号

年 月 日

様

課（室・出先機関の）長 �

保有個人情報の開示に係る意見について（照会）

三戸町個人情報保護条例（以下「条例」という。）に基づき、 年 月 日付けで、次のと

おり に関する情報が含まれている保有個人情報についての開示請求がありました。

つきましては、当該保有個人情報を開示するかどうかの決定を行うに際し参考としたいので、条例第18

条第１項の規定により の意見を求めます。

なお、意見については、別紙「保有個人情報の開示に係る意見書」に記載の上、 年 月

日までに提出してくださるようお願いします。

１ 開示請求に係る保

有個人情報の内容

２ １の保有個人情報

のうち

に関する情報

３ 意見書の提出先

４ 担当課（室・所）
電話番号 （ ） 内線

５ 備 考

備考 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４縦長とする。



第12号様式(第５の９の(2)、(4)関係)

その２

第 号

年 月 日

様

課（室・出先機関の）長 �

保有個人情報の開示に係る意見について（照会）

三戸町個人情報保護条例（以下「条例」という。）に基づき、 年 月 日付けで、次のと

おり に関する情報が含まれている保有個人情報についての開示請求がありました。

当該保有個人情報のうち次の３に掲げる情報については、開示する必要があると認められるので、条例

第18条第２項の規定により の意見を求めます。

なお、意見については、別紙「保有個人情報の開示に係る意見書」に記載の上、 年 月

日までに提出してくださるようお願いします。

１ 開示請求に係る保
有個人情報の内容

２ １の保有個人情報
のうち
に関する情報

３ ２の情報のうち開
示する必要があると
認められるもの

適用区分 条例第１８条第２項第 号に該当する。
４ 条例第１８条第２
項第１号又は第２号
の適用区分及び当該
規定を適用する理由

５ 意見書の提出先

６ 担当課（室・所）
電話番号 （ ） 内線

７ 備 考

備考 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４縦長とする。



第13号様式(第５の９の(1)、(2)、(4)関係)

年 月 日

課（室・出先機関の）長 殿

氏 名

法人その他の団体

にあっては、名称

住 所

法人その他の団体

にあっては、主た

る事務所の所在地

（該当するものを○で囲んでください。）

連 絡 先 自 宅 勤務先 その他

電話番号 （ ）

保有個人情報の開示に係る意見書

付け 第 号
年 月 日 で照会のあった保有個人情報の開示に係る意見につ

口 頭

いては、以下のとおりです。

（該当する番号を○で囲み、必要な事項を記入してください。）

１ 保有個人情報の開示については反対しない。

２ 保有個人情報の開示については反対する。

(1) 開示に反対する部分

(2) 開示に反対する具体的理由

備考 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４縦長とする。



第14号様式(第５の９の(1)、(2)、(4)関係)

第 号

年 月 日

様

課（室・出先機関の）長 �

保有 個人 情報 の 開示 につ いて （通 知 ）

先に照会しました に関する情報が記録されている保有個人情報の開示については、

次のとおり開示することと決定したので、三戸町個人情報保護条例第18条第３項の規定により通知します。

１ に関す

る情報の内容

２ １のうち開示する

部分

３ ２の部分を開示す

ることとした理由

４ 開示請求に対する 年 月 日付け 第 号による個人情報（開示・一

開示決定 部開示）決定処分

５ 開示を実施する日 年 月 日

６ 担当課（室・所）

電話番号 （ ） 内線

７ 備 考

教 示

４に掲げる処分について不服があるときは、当該処分があったことを知った日の翌日から起算して60日以内に、三戸町長

に対して行政不服審査法（昭和37年法律第160号）による異議申立てをすることができます。

４に掲げる処分の取消しの訴えは、当該処分があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内に、三戸町を被告と

して（三戸町長が被告の代表者となります。）、提起することができます。ただし、処分があったことを知った日の翌日から

起算して60日以内に異議申立てをした場合には、処分の取消しの訴えは、その異議申立てに対する決定があったことを知っ

た日の翌日から起算して６か月以内に提起しなければならないこととされています。

備考 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４縦長とする。



第15号様式(第５の12の(2)、(4)関係)

第 号

年 月 日

様

課（室・出先機関の）長 �

保有個人情報の更なる開示の実施について（通知）

年 月 日付けで申出のあった保有個人情報の更なる開示については、次のとおり実施し

ます。

１ 開示する保有個人

情報の内容

２ 保有個人情報の開 日 時 年 月 日 時 分

示の日時及び場所

（注１） 場 所

３ 担当課（室・所）

電話番号 （ ） 内線

４ 備 考

注１ 指定された日時が都合の悪い場合には、あらかじめ担当課（室・所）へご連絡ください。

２ 保有個人情報の開示を受ける際には、この通知書を提示するとともに、申出者本人であることを証

明する書類等（運転免許証、旅券等）を提示し、又は提出してください。

３ 法定代理人が開示を受ける際には、２の書類等のほか、法定代理人であることを証明する書類等

（戸籍謄本等）を提示し、又は提出してください。

備考 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４縦長とする。



第16号様式(第５の13の(4)関係)

口頭による開示請求受付処理表

個人情報取扱事務の名称
（ 試 験 等 の 名 称 ）

保有個人情報の項目
（試験順位、得点等）

開 示 期 間 年 月 日 ～ 年 月 日

担 当 課 （ 室 ・ 所 ）
電話番号 （ ） 内線

番 号 請求年月日 請 求 者 氏 名 本 人 確 認 書 類 等 備 考

注 法定代理人が請求する場合には、備考欄に本人の氏名を記入するとともに、法定代理人であることを

証明する書類等（戸籍謄本等）提示又は提出を求め確認するものとする。

備考 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４縦長とする。



第17号様式(第５の13の(6)関係)

第 号

年 月 日

総 務 課 長 殿

課（室・出先機関の）長 �

口頭による開示請求受付処理報告書

このことについて、下記のとおり実施しましたので、報告します。

１ 個人情報取扱事務の名称（試験等の名称）

口 頭 に よ る 開 示
請求により開示した ２ 保有個人情報の項目（試験等の順位、得点等）
保 有 個 人 情 報

開 示 期 間 年 月 日 ～ 年 月 日

開 示 場 所

開 示 件 数

備 考

備考 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４縦長とする。



第18号様式(第６の２の(4)、５の(8)関係)

第 号

年 月 日

様

三戸町長 �

保有個人情報訂正請求却下通知書

年 月 日付けの保有個人情報の訂正請求については、次の理由により訂正請求を却下し

ます。

１ 訂正請求をした保
有個人情報の内容

２ 却下の理由

３ 担当課（室・所）
電話番号 （ ） 内線

４ 備 考

教 示

この処分について不服があるときは、この処分があったことを知った日の翌日から起算して60日以内に、三戸町長に対

して行政不服審査法（昭和37年法律第160号）による異議申立てをすることができます。

この処分の取消しの訴えは、この処分があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内に、三戸町を被告として

（三戸町長が被告の代表者となります。）、提起することができます。ただし、処分があったことを知った日の翌日から起

算して60日以内に異議申立てをした場合には、処分の取消しの訴えは、その異議申立てに対する決定があったことを知っ

た日の翌日から起算して６か月以内に提起しなければならないこととされています。

備考 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４縦長とする。



第19号様式(第６の４関係)

第 号

年 月 日

様

三戸町長 �

開 示 請 求 事 案 移 送 書

三戸町個人情報保護条例第30条第１項の規定により、次の訂正請求について、事案を移送します。

１ 訂正請求があった
年 月 日

年月日

氏 名
２ 訂正請求者の氏名

及び住所
住 所

３ 訂正請求をされた

保有個人情報の名称

４ 移送する理由

５ 担当課（室・所）

電話番号 （ ） 内線

６ 備 考

注 訂正請求書及び関係書類を添付すること。

備考 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４縦長とする。



第20号様式(第６の４関係)

第 号

年 月 日

様

三戸町長 �

訂 正 請 求 事 案 移 送 済 通 知 書

年 月 日付けで請求のあった保有個人情報の訂正については、三戸町個人情報保護条例

第30条第１項の規定により、次のとおり事案を移送したので通知します。

１ 訂正請求をした保有個

人情報の名称

２ 移送をした実施機関

３ 移送を受けた実施機関

及び担当課（室・所）
電話番号 （ ） 内線

４ 移送をした日 年 月 日

５ 移送をした理由

６ 担当課（室・所）

電話番号 （ ） 内線

７ 備 考

注 移送された訂正請求に係る訂正決定等は、移送を受けた実施機関が行います。

備考 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４縦長とする。



第21号様式(第６の５の(3)、(8)関係)

第 号

年 月 日

様

三戸町長 �

訂正等の決定通知期間延長通知書

年 月 日付けで請求のあった保有個人情報の訂正については、三戸町個人情報保護条例

（以下「条例」という。）第29条第４項の規定により、次のとおり訂正等の決定通知の期間を延長したので

通知します。

１ 訂正請求をした保
有個人情報の内容

２ 条例第29条第３項 年 月 日から
の規定による決定通
知の期間 年 月 日まで

３ 延長後の期限 年 月 日

４ 延長の理由

５ 担当課（室・所）
電話番号 （ ） 内線

６ 備 考

備考 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４縦長とする。



第22号様式(第６の５の(3)、(8)関係)

その１

第 号

年 月 日

様

三戸町長 �

訂正等の決定通知期間特例延長通知書

年 月 日付けで請求のあった保有個人情報の訂正については、三戸町個人情報保護条例

（以下「条例」という。）第29条第５項の規定により、次のとおり訂正等の決定通知の期間を延長したので

通知します。

１ 訂正請求をした保
有個人情報の内容

２ １のうち訂正請求
があった日から60日
以内に決定通知をす
る部分

３ 条例第29条第５項
の規定を適用する理
由

４ 残りの保有個人情
報についての訂正等 年 月 日
の決定通知の期限

５ 担当課（室・所）
電話番号 （ ） 内線

６ 備 考

備考 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４縦長とする。



第22号様式(第６の５の(3)、(8)関係)

その２

第 号

年 月 日

様

三戸町長 �

訂正等の決定通知期間特例延長通知書

年 月 日付けで請求のあった保有個人情報の訂正については、三戸町個人情報保護条例

（以下「条例」という。）第29条第６項の規定により、次のとおり訂正等の決定通知の期間を延長したので

通知します。

１ 訂正請求をした保
有個人情報の内容

２ 条例第29条第６項
の規定を適用する理
由

３ 延長後の期限 年 月 日

４ 担当課（室・所）
電話番号 （ ） 内線

５ 備 考

備考 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４縦長とする。



第23号様式(第６の５の(6)、(7)、(8)、６の(4)関係)

第 号

年 月 日

様

三戸町長 �

保 有 個 人 情 報 訂 正 決 定 通 知 書

年 月 日付けで請求のあった保有個人情報の訂正については、三戸町個人情報保護条例

第29条第１項の規定により、次のとおり保有個人情報の訂正をすることと決定したので通知します。

１ 訂正請求があった

保有個人情報の内容

２ 訂正の内容

３ 担当課（室・所）
電話番号 （ ） 内線

４ 備 考

備考 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４縦長とする。



第24号様式(第６の５の(6)、(7)、(8)、６の(4)関係)

第 号

年 月 日

様

三戸町長 �

保有個人情報一部訂正決定通知書

年 月 日付けで請求のあった保有個人情報の訂正については、三戸町個人情報保護条例

第29条第１項の規定により、次のとおり保有個人情報の一部の訂正をすることと決定したので通知します。

１ 訂正請求があった
保有個人情報の内容

２ 訂正の内容

３ 訂正をしない部分

４ ３の部分の訂正を
しない理由

５ 担当課（室・所）
電話番号 （ ） 内線

６ 備 考

教 示

この処分について不服があるときは、この処分があったことを知った日の翌日から起算して60日以内に、三戸町長に対

して行政不服審査法（昭和37年法律第160号）による異議申立てをすることができます。

この処分の取消しの訴えは、この処分があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内に、三戸町を被告として

（三戸町長が被告の代表者となります。）、提起することができます。ただし、処分があったことを知った日の翌日から起

算して60日以内に異議申立てをした場合には、処分の取消しの訴えは、その異議申立てに対する決定があったことを知っ

た日の翌日から起算して６か月以内に提起しなければならないこととされています。

備考 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４縦長とする。



第25号様式(第６の５の(6)、(7)、(8)関係)

第 号

年 月 日

様

三戸町長 �

保 有 個 人 情 報 不 訂 正 決 定 通 知 書

年 月 日付けで請求のあった保有個人情報の訂正については、三戸町個人情報保護条例

第29条第２項の規定により、次のとおり保有個人情報の訂正をしないことと決定したので通知します。

１ 訂正請求があった
保有個人情報の内容

２ 保有個人情報の訂
正をしない理由

３ 担当課（室・所）
電話番号 （ ） 内線

４ 備 考

教 示

この処分について不服があるときは、この処分があったことを知った日の翌日から起算して60日以内に、三戸町長に対

して行政不服審査法（昭和37年法律第160号）による異議申立てをすることができます。

この処分の取消しの訴えは、この処分があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内に、三戸町を被告として

（三戸町長が被告の代表者となります。）、提起することができます。ただし、処分があったことを知った日の翌日から起

算して60日以内に異議申立てをした場合には、処分の取消しの訴えは、その異議申立てに対する決定があったことを知っ

た日の翌日から起算して６か月以内に提起しなければならないこととされています。

備考 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４縦長とする。



第26号様式(第６の６の(4)関係)

第 号

年 月 日

様

三戸町長 �

訂 正 実 施 通 知 書

年 月 日付けで訂正の通知をした保有個人情報については、三戸町個人情報保護条例第

31条第１項の規定により訂正を実施したので通知します。

１ 訂正の内容

２ 訂正実施年月日 年 月 日

３ 担当課（室・所）
電話番号 （ ） 内線

４ 備 考

備考 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４縦長とする。



第27号様式(第６の６の(2)関係)

第 号

年 月 日

様

三戸町長 �

訂 正 実 施 済 通 知 書

年 月 日付けで提供した下記の保有個人情報について、次のとおり訂正を実施したので

三戸町個人情報保護条例第31条第２項の規定により通知します。

１ 保有個人情報の内容

２ 訂正の内容

３ 訂正を実施した年月日 年 月 日

４ 担当課（室・所）
電話番号 （ ） 内線

５ 備 考

備考 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４縦長とする。



第28号様式(第７の２の(4)、４の(8)関係)

第 号

年 月 日

様

三戸町長 �

保有個人情報利用停止請求却下通知書

年 月 日付けの保有個人情報の利用停止請求については、次の理由により訂正請求を却

下します。

１ 利用停止請求をし
た保有個人情報の内
容

２ 却下の理由

３ 担当課（室・所）
電話番号 （ ） 内線

４ 備 考

教 示

この処分について不服があるときは、この処分があったことを知った日の翌日から起算して60日以内に、三戸町長に対

して行政不服審査法（昭和37年法律第160号）による異議申立てをすることができます。

この処分の取消しの訴えは、この処分があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内に、三戸町を被告として

（三戸町長が被告の代表者となります。）、提起することができます。ただし、処分があったことを知った日の翌日から起

算して60日以内に異議申立てをした場合には、処分の取消しの訴えは、その異議申立てに対する決定があったことを知っ

た日の翌日から起算して６か月以内に提起しなければならないこととされています。

備考 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４縦長とする。



第29号様式(第７の４の(3)、(8)関係)

第 号

年 月 日

様

三戸町長 �

利用停止等の決定通知期間延長通知書

年 月 日付けで請求のあった保有個人情報の利用停止については、三戸町個人情報保護

条例（以下「条例」という。）第35条第４項の規定により、次のとおり利用停止等の決定通知の期間を延長

したので通知します。

１ 利用停止請求をし
た保有個人情報の内
容

２ 条例第35条第３項 年 月 日から
の規定による決定通
知の期間 年 月 日まで

３ 延長後の期限 年 月 日

４ 延長の理由

５ 担当課（室・所）
電話番号 （ ） 内線

６ 備 考

備考 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４縦長とする。



第30号様式(第７の４の(3)、(8)関係)

その１

第 号

年 月 日

様

三戸町長 �

利用停止等の決定通知期間特例延長通知書

年 月 日付けで請求のあった保有個人情報の利用停止については、三戸町個人情報保護

条例（以下「条例」という。）第35条第５項の規定により、次のとおり利用停止等の決定通知の期間を延

長したので通知します。

１ 利用停止請求をし
た保有個人情報の内
容

２ １のうち利用停止
請求があった日から
60日以内に決定通知
をする部分

３ 条例第35条第５項
の規定を適用する理
由

４ 残りの保有個人情
報についての利用停

年 月 日
止等の決定通知の期
限

５ 担当課（室・所）
電話番号 （ ） 内線

６ 備 考

備考 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４縦長とする。



第30号様式(第７の４の(3)、(8)関係)

その２

第 号

年 月 日

様

三戸町長 �

利用停止等の決定通知期間特例延長通知書

年 月 日付けで請求のあった保有個人情報の利用停止については、三戸町個人情報保護

条例（以下「条例」という。）第35条第６項の規定により、次のとおり利用停止等の決定通知の期間を延

長したので通知します。

１ 利用停止請求をし

た保有個人情報の内

容

２ 条例第35条第６項

の規定を適用する理

由

３ 延長後の期限 年 月 日

４ 担当課（室・所）
電話番号 （ ） 内線

５ 備 考

備考 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４縦長とする。



第31号様式(第７の４の(6)、(7)、(8)関係)

第 号

年 月 日

様

三戸町長 �

保有個人情報利用停止決定通知書

年 月 日付けで請求のあった保有個人情報の利用停止については、三戸町個人情報保護

条例第35条第１項の規定により、次のとおり保有個人情報の利用停止をすることと決定したので通知しま

す。

１ 利用停止請求があ

った保有個人情報の

内容

２ 利用停止の内容

３ 担当課（室・所）

電話番号 （ ） 内線

４ 備 考

備考 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４縦長とする。



第32号様式(第７の４の(6)、(7)、(8)関係)

第 号

年 月 日

様

三戸町長 �

保有個人情報一部利用停止決定通知書

年 月 日付けで請求のあった保有個人情報の利用停止については、三戸町個人情報保護

条例第35条第１項の規定により、次のとおり保有個人情報の一部の利用停止をすることと決定したので通

知します。

１ 利用停止請求があ
った保有個人情報の
内容

２ 利用停止の内容

３ 利用停止をしない
部分

４ ３の部分の利用停
止をしない理由

５ 担当課（室・所）
電話番号 （ ） 内線

６ 備 考

教 示

この処分について不服があるときは、この処分があったことを知った日の翌日から起算して60日以内に、三戸町長に対

して行政不服審査法（昭和37年法律第160号）による異議申立てをすることができます。

この処分の取消しの訴えは、この処分があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内に、三戸町を被告として

（三戸町長が被告の代表者となります。）、提起することができます。ただし、処分があったことを知った日の翌日から起

算して60日以内に異議申立てをした場合には、処分の取消しの訴えは、その異議申立てに対する決定があったことを知っ

た日の翌日から起算して６か月以内に提起しなければならないこととされています。

備考 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４縦長とする。



第33号様式(第７の４の(6)、(7)、(8)関係)

第 号

年 月 日

様

三戸町長 �

保有個人情報利用不停止決定通知書

年 月 日付けで請求のあった保有個人情報の利用停止については、三戸町個人情報保護

条例第35条第２項の規定により、次のとおり保有個人情報の利用停止をしないことと決定したので通知し

ます。

１ 利用停止請求があ
った保有個人情報の
内容

２ 保有個人情報の利
用停止をしない理由

３ 担当課（室・所）
電話番号 （ ） 内線

４ 備 考

教 示

この処分について不服があるときは、この処分があったことを知った日の翌日から起算して60日以内に、三戸町長に対

して行政不服審査法（昭和37年法律第160号）による異議申立てをすることができます。

この処分の取消しの訴えは、この処分があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内に、三戸町を被告として

（三戸町長が被告の代表者となります。）、提起することができます。ただし、処分があったことを知った日の翌日から起

算して60日以内に異議申立てをした場合には、処分の取消しの訴えは、その異議申立てに対する決定があったことを知っ

た日の翌日から起算して６か月以内に提起しなければならないこととされています。

備考 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４縦長とする。



第34号様式(第８の１の(4)関係)

異 議 申 立 て 処 理 簿

受 付 日 年 月 日 （来庁・郵送） 整理番号 年度 －

区 分 １開示決定等 ２訂正決定等 ３利用停止決定等

氏名 電話番号
（未成年者・成年被後見人）

意 義 申 立 人 〒
住所

電話番号 （ ）

年 月 日（文書番号 第 号）

１開示 ２一部開示 ３不開示
原 処 分

１訂正 ２一部訂正 ３不訂正

１利用停止 ２一部利用停止 ３利用不停止

異議申立ての趣旨

補正命令 年 月 日（文書番号 第 号）
補 正

補正書提出 年 月 日

諮 問 年 月 日（文書番号 第 号）

審査会の処理経過

答 申 年 月 日（文書番号 第 号）

答 申 内 容

決定等の通知 年 月 日（文書番号 第 号）

決 定 等
決定等の内容

担 当 課 （ 室 ）
電話番号 （ ） 内線

備 考

備考 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４縦長とする。



第35号様式(第８の５の(1)関係)

第 号

年 月 日

三戸町個人情報保護審査会会長 殿

三戸町長 �

保有個人情報の開示決定等に対する異議申立てについて（諮問）

三戸町個人情報保護条例第36条第１項の規定により、下記の事項について、貴会の意見を求めます。

記

１ 異議申立てに係る開示決定等の対象となった保有個人情報の内容

２ 開示決定等をした具体的理由

３ 関係書類

(1)異議申立書の写し

(2)保有個人情報開示請求書の写し

(3)開示等の決定通知書の写し

(4)第三者からの意見書の写し

(5)異議申立ての対象となった保有個人情報が記録されている行政文書の写し（不開示とした部分及び

その記載内容）

(6)その他必要な書類

担当課（室）名

電 話 番 号 （ ）

備考 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４縦長とする。



第36号様式(第８の５の(2)関係)

第 号

年 月 日

様

三戸町長 �

開示決定等に対する不服申立てに係る諮問実施済通知書

次のとおり、保有個人情報の開示決定等についてなされた異議申立てについて、三戸町個人情報保護条

例第36条第１項の規定により三戸町個人情報保護審査会へ諮問したので、同条第２項の規定により通知し

ます。

年 月 日付け 第 号による保有個人情報
１ 異議申立てに係る
開示決定等

（開示・一部開示・不開示）決定処分

２ 異議申立てに係る
開示決定等の対象と
なった保有個人情報
の内容

３ 異議申立てがあっ
年 月 日

た年月日

４ 異議申立ての趣旨

５ 諮問をした年月日 年 月 日

６ 担当課（室・所）
電話番号 （ ） 内線

７ 備 考

備考 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４縦長とする。



第37号様式(第８の５の(1)関係)

第 号

年 月 日

三戸町個人情報保護審査会会長 殿

三戸町長 �

保有個人情報の訂正決定等に対する異議申立てについて（諮問）

三戸町個人情報保護条例第36条第１項の規定により、下記の事項について、貴会の意見を求めます。

記

１ 異議申立てに係る訂正決定等の対象となった保有個人情報の内容

２ 訂正決定等をした具体的理由

３ 関係書類

(1)異議申立書の写し

(2)保有個人情報訂正請求書の写し

(3)訂正決定等の通知書の写し

(4)請求者から提示又は提出された書類等

(5)確認結果記録

(6)異議申立ての対象となった保有個人情報が記録されている行政文書の写し（不訂正とした部分及び

その記載内容が分かるもの）

(7)その他必要な書類

担当課（室）名

電 話 番 号 （ ）

備考 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４縦長とする。



第38号様式(第８の５の(2)関係)

第 号

年 月 日

様

三戸町長 �

訂正決定等に対する不服申立てに係る諮問実施済通知書

次のとおり、保有個人情報の訂正決定等についてなされた異議申立てについて、三戸町個人情報保護条

例第36条第１項の規定により三戸町個人情報保護審査会へ諮問したので、同条第２項の規定により通知し

ます。

年 月 日付け 第 号による保有個人情報
１ 異議申立てに係る
訂正決定等

（訂正・一部訂正・不訂正）決定処分

２ 異議申立てに係る
訂正決定等の対象と
なった保有個人情報
の内容

３ 異議申立てがあっ
年 月 日

た年月日

４ 異議申立ての趣旨

５ 諮問をした年月日 年 月 日

６ 担当課（室・所）
電話番号 （ ） 内線

７ 備 考

備考 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４縦長とする。



第39号様式(第８の５の(1)関係)

第 号

年 月 日

三戸町個人情報保護審査会会長 殿

三戸町長 �

保有個人情報の利用停止決定等に対する異議申立てについて（諮問）

三戸町個人情報保護条例第36条第１項の規定により、下記の事項について、貴会の意見を求めます。

記

１ 異議申立てに係る利用停止決定等の対象となった保有個人情報の内容

２ 訂正決定等をした具体的理由

３ 関係書類

(1)異議申立書の写し

(2)保有個人情報利用停止請求書の写し

(3)利用停止決定等の通知書の写し

(4)確認結果記録

(5)異議申立ての対象となった保有個人情報が記録されている行政文書の写し（利用不停止とした部分

及びその記載内容が分かるもの）

(6)その他必要な書類

担当課（室）名

電 話 番 号 （ ）

備考 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４縦長とする。



第40号様式(第８の５の(2)関係)

第 号

年 月 日

様

三戸町長 �

利用停止決定等に対する不服申立てに係る諮問実施済通知書

次のとおり、保有個人情報の利用停止決定等についてなされた異議申立てについて、三戸町個人情報保

護条例第36条第１項の規定により三戸町個人情報保護審査会へ諮問したので、同条第２項の規定により通

知します。

年 月 日付け 第 号による保有個人情報
１ 異議申立てに係る
利用停止決定等

（利用停止・一部利用停止・利用不停止）決定処分

２ 異議申立てに係る
利用停止決定等の対
象となった保有個人
情報の内容

３ 異議申立てがあっ
年 月 日

た年月日

４ 異議申立ての趣旨

５ 諮問をした年月日 年 月 日

６ 担当課（室・所）
電話番号 （ ） 内線

７ 備 考

備考 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４縦長とする。



第41号様式(第９関係)

苦 情 申 出 処 理 簿

（実施機関が取り扱う個人情報）

受 付 日 年 月 日

受 付 の 区 分 １ 来庁 ２ 電話 ３ その他（ ）

課（室）所名 職氏名

受 付 者

電話番号 （ ） 内線

氏名（名称） 連 絡 先

苦 情 の 申 出 者

住 所 電話番号

苦 情 の 申 出 に

係る個人情報の

担 当 課 等

苦 情 の 申 出

の 内 容

苦 情 の 申 出 に

対する処理内容

備考 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４縦長とする。


